
 

 

       第２期 

加賀市家庭教育支援推進計画 

 

 

 

 

 

 

令和５年3月 

 

加賀市・加賀市教育委員会 



 



は じ め に 

 家庭教育は、全ての教育の出発点であり、子どもの基本的な生活習慣や豊かな

情操、他人を思いやることや善悪の判断などの基本的な倫理観、自立心や自制心、

社会のルールなどを身につける上で、重要な役割を担うものです。 

 私たちの住む加賀市は、豊かな自然や先人たちが築き上げてきた歴史・文化の

中で、子どもは地域の宝として、健やかな成長を願いながらその育ちを支えてき

ました。しかし、家族形態の多様化や地域社会とのつながりの希薄化、経済状況

の変化など、家庭を取り巻く環境が大きく変化し、家庭や地域社会の教育力の低

下が社会問題になっており、子どもたちの基本的な生活習慣や学習習慣、規範意

識やマナーなどの形成が課題となっています。 

国は、平成 18 年に教育基本法を改正し、第 10 条に「家庭教育」を、第 13

条に「学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力」を新設しました。第 10 条

では、父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有すること。第

13 条では、学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれ

の役割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めることについて規

定しています。加賀市教育大綱では、「家庭教育への支援と社会全体で取り組む

教育力の向上」を基本方針として位置づけ、第2期加賀市教育振興基本計画では、

「学校・家庭・地域が連携・協力し、社会全体で取り組む教育力の向上」を目標

とし、「家庭教育支援事業」を掲げています。 

そこで、私たちは改めて家庭教育に対する各家庭の責任を再認識するとともに、

様々な事情により社会的支援の必要性が高い家庭への家庭教育支援をさらに充実

させることを目指し、平成27年 6月に「加賀市家庭教育支援条例」を制定しま

した。条例に規定する家庭教育の支援のため、平成 30 年 3 月に、「加賀市家庭

教育支援推進計画」を策定し、市、学校等、地域住民、地域活動団体、事業者等

と連携しながら、計画に基づき事業を展開し、家庭への支援に取り組んでまいり

ました。 

「第２期加賀市家庭教育支援推進計画」では、平成 30 年に策定した本計画を

見直し、市全体で引き続き家庭への支援に取り組む所存であります。 

最後に、本計画の見直しにあたり、貴重なご意見やご提言をいただきました、

「加賀市家庭教育推進会議」の委員の皆さまやアドバイザーの先生に心からお礼

を申し上げますとともに、今後の計画推進にあたりまして、ご支援、ご協力を賜

りますようお願い申し上げます。 

 

令和５年３月 

                   加賀市長  宮 元   陸 
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第１章  加賀市家庭教育支援推進計画の策定にあたり 

 

 

 

 家庭教育とは、父母その他の保護者が子どもに対して家庭で行う教育のことで、乳幼児期から

家族との触れ合いを通じて、子どもが基本的な生活習慣・生活能力、人に対する信頼感、豊かな

情操、他人に対する思いやりや善悪の判断、自立心や自制心、社会的なマナーなどを身に付ける

上で重要な役割を担っています。さらに、人生を切り拓いていく上で欠くことのできない職業観、

人生観、創造力、企画力といったものも未来における家庭教育の基礎の上に培われるものです。 

 家庭は、家族が共同生活を行う場所であり、団らんや共同体験など日々の生活のなかで家庭教

育は行われます。 

 国は、家庭教育の重要性に鑑み、平成18年の教育基本法の改正により、新たに条を設けて家

庭教育について規定し、父母その他の保護者が子の教育について第一義的責任を有する旨と、家

庭教育の基本的な機能として、生活習慣の取得、自立心の育成、心身の調和的発達が掲げられて

おり、国及び地方公共団体は家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会及び情

報の提供、その他家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならないとし

ています。 

加賀市・加賀市教育委員会としては、「加賀市家庭教育支援条例」に基づき、「第２期加賀市家

庭教育支援推進計画」を策定し、地域の宝であるかがっ子の健やかな成長の実現に向けて、様々

な事情を抱える家庭を考慮しながら、家庭教育への支援施策を一層推進していくこととしていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．計画策定の趣旨 
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 「加賀市教育大綱」に基づく「第２期加賀市教育振興基本計画」を踏まえ、国の教育振興基本

計画を参酌するとともに、「第２期加賀市子ども・子育て支援事業計画」などの市の他の計画と

の整合性、調和を図りながら「第2期加賀市家庭教育支援推進計画」を策定しました。 

 

H29 H30 R1  R2  R3 R4 R5  R6 R7 R8 R9 R10～R14  

 

 

 

           

 

 

 

 

加賀市教育大綱に基づく加賀市教育振興基本計画の見直し時期に合わせ、計画の期間は第 3

期加賀市教育振興基本計画と同じ5年間とします。 

２．計画策定の位置付け 

３．計画の期間 

 
第 1 期 

加賀市家庭教育支援推進計画 

整合 

  
 加賀市教育大綱 

（本市の教育、学術、文化の振興に関する指針） 

 

)  
 

 

 

整合 

 

  第３期 

    加賀市教育振興基本計画 

(本市の教育に関する基本的な事項)  

 
 

 

 
 

第 2 期 

 加賀市家庭教育支援推進計画 

 

 
    
第３期計画 

 

 

 

加賀市教育大綱 

（本市の教育、学術、文化の振興に関する指針） 

     
 

 

 
第 2 期 

加賀市教育振興基本計画 

(本市の教育に関する基本的な事項)  
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第２章 加賀市の家庭を取り巻く現状 
 

 

 

（１） 学校等の現状 

 学校等の定義とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定する学校、児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第39条第1項に規定する保育所及び就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第2条第6項

に規定する認定こども園をいいます。 

 加賀市内の学校等 

・保育園、認定こども園 

  保育園は、保育を必要とする乳幼児を保護者に代わって保育することを目的とする施設で、 

令和４年度は、市内に公立保育園が1２園と法人立保育園が８園あります。また、幼稚園と保

育園の機能や特徴を持ち合わせた認定こども園が６園あります。それぞれの園では、保育士等

が子どもの発達に配慮して創意工夫をこらした独自性のある保育をしています。 

 ・小学校、中学校 

  市内には、小学校は1７校、中学校は6校あり、子どもたちが生涯にわたって心豊かで、

力強く生き抜くための基盤となる力が身につくよう、各学校で「知・徳・体」の調和のとれた

学校運営が行われることを目指し、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育む教育の推

進に取り組んでいます。 

  また、子どもたちに確かな学力を身に付けさせるため、教職員の指導力の向上に取り組んで

います。 

 ・高等学校、特別支援学校 

  市内には、高等学校は４校、特別支援学校は１校あります。 

 

（２）地域の現状 

 各地区に児童センターや放課後児童クラブ（学童クラブ）が設置されるなど、放課後の安全・

安心な居場所が確保されています。また、平日の放課後や土曜日・長期休暇に、地域のボランテ

ィアやまちの先生が、子どもたちに伝統文化やふるさと学習、異学年との交流、親子で参加でき

る行事、学習支援など地域の特性を活かした様々な行事を開催する放課後子ども教室が開かれて

います。平成２９年度からは休日に中学生を対象として、英語検定合格（３～５級）を目指し、

英語科の学習意欲と学力の向上を図るための「かがっ子休日スクール」を実施しています。 

また、令和４年度から、「中学校放課後かも丸塾」の内容を一部工夫改善し、数学に苦手意識

のある生徒や数学の基礎学力を伸ばしたい生徒に対する学習支援のため「M・S・C（数学スキ

ルアップクラブ）」を実施しています。 

 このほか、学校の登下校の時間には、地域ボランティアによる見守り隊の方々が、子どもたち

が安全に通学できるよう、見守っています。 

 

（３）企業の現状 

 企業は地域や多くの市民と深い関わりがあり、市民生活に大きな影響力を持っていると同時に、

社会を構成する一員として重要な役割があります。女性の社会参加が進み、勤労世帯の半数以上

が共働き世帯となっているなかで、雇用形態や子育て支援などの社会的基盤がこうした変化に柔

軟に対応することが求められています。 

 

 

１．家庭教育に関する現状 
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２．家庭教育支援事業の取組と課題【H29～R4年度】 

 

（１）家庭教育支援事業の取組 

 これまで、家庭教育力の向上を目指して、５つの基本目標を掲げ、それに基づき次の事業

を推進してきました。 

 

① 学習機会の提供 

計画期間中においては、様々な関係機関において、子どもの発達段階に応じた施策を展開 

してきました。 

市民健康部では、妊娠期から幼児期にかけて切れ目なく子育て全般の支援を充実させ、教 

育委員会では、家庭教育支援事業において、PTA連合会やNPO法人、企業と連携し、子育 

てや親子のコミュニケーションなどの講演会や講座など、家庭教育についての学習機会を増 

やし、学童期から思春期までの子育て全般を支援し家庭の教育力の向上を図りました。 

また、子育て支援関係者と連携し、子どもが将来親となるために必要な学びの機会を提供 

してきました。 

小学生が乳幼児と触れ合ったり、助産師や乳幼児の母親の話を聞くことで、命の大切さや、 

親への感謝の気持ち、子育てに関心を持たせるなど、子どもを生み育てることの意義につ 

いての理解を深めてきました。 

 

② 連携した活動の促進 

子どもを取り巻く環境において、放課後の子どもの居場所づくりや子育てしやすい環境づ 

くりを推進するために、保護者、学校等、地域住民、地域活動団体、事業者など全ての団体 

と連携を図りながら、取り組んできました。 

 

③ 人材養成 

地域で子育て家庭の支援をしている団体などを対象に、地域において家庭教育支援の取組 

を担う人材の養成及び資質の向上を図ってきました。 

 

④ 相談体制の整備・充実 

市民健康部、教育委員会において、相談窓口を整備し、電話、来庁(所)、訪問な 

ど様々な形態で相談支援を行ってきました。（相談事業内容については資料編P46に掲載） 

 

⑤ 広報・啓発活動の充実 

講演会や講座で、加賀市家庭教育支援推進計画概要版を配付し家庭教育に関する啓発活動 

を行ってきました。また、子育てに関する各種情報をホームページに掲載したり、イベント 

カレンダーを作成しＳＮＳで発信したりするほか、妊娠届や転入届の時に子育てハンドブッ 

クを配布するなど、子育てに必要な情報や知識の提供を図ってきました。 
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（２）家庭教育支援事業の課題 

これまで、各機関において家庭教育や子育てに関する学習の機会の提供や、悩みや不安に 

応じた相談などを行ってきました。 

しかし、急速な社会の変化、特に人と人とのつながりの希薄化など、社会的な状況の変化 

の中で子育てをしている家庭が抱えている不安や悩みは潜在していることから、課題として次 

の点があげられます。 

 

① 家庭教育の充実 

講座の受講を希望するのは、子育てに関心を持ち自らが進んで学ぼうとする保護者が多い 

  ため、孤立しがちな保護者や時間的に学ぶ余裕がない保護者に対して、今後どのようにすれ 

ば家庭教育に関心を持ち参加してもらえるかを考えていく必要があります。 

また、家庭教育に重要な役割を果たす「父親」など、従来、十分に支援できなかった層に 

焦点を当てた学習の機会の提供を考えていく必要があります。 

 

② 地域とのつながり 

核家族化や地域とのつながりの希薄化に伴い、親族や地域からの支えが少なく子育てや家 

 庭教育などの様々な悩みやストレスを抱えて子育てをしている家庭が多いことから、地域と 

のつながりが重要だと考えられます。子育て中の親子が自由に集える場所（公民館等）を提 

供し、子育て中の親子同士が出会い、交流することが大切です。公民館等と連携し、親子交 

流事業を考えていく必要があります。 

 

③ 連携した活動の充実 

課題を抱え孤立した家庭への支援が必要となっています。そのような家庭が自ら支援を求 

めることは少ないと感じられます。孤立した家庭に支援が届けられるよう、学校・地域等が 

連携してそれぞれの強みを生かした展開をする必要があります。 

また、コミュニティ・スクールや地域学校協働本部の展開が必要と考えられています。 

この二つの活動を立ち上げ、学校をはじめ、様々な立場の関係者が協力し、継続して孤立 

しがちな家庭への家庭教育支援をしていく必要があります。 

 

④ 連携と協力体制の構築 

地域の多様な主体との連携により、家庭への支援の充実につなげていくことが重要ですが、 

学校、家庭、地域のそれぞれの役割分担において、特定の部分に過度な負担が強いられるこ 

とのないように留意する必要があります。特に子どもたちの課題を解決するために、福祉分 

野をはじめとした教育以外の分野との連携が求められる中で、それぞれの異なる視点を活か 

した役割分担、連携と協力関係の構築が必要です。 

 

⑤ 子どもの貧困対策推進体制の構築 

地域とのつながりの希薄化や、貧困についての根強い自己責任論、貧困であることを隠し 

たいという本人の意識等から、依然として支援に結びつかない家庭があります。このため、 

子どもの貧困を地域や社会全体で解決するという意識を持って、様々な場面で、様々な人が 

子どもの困難な状態に気づき、支援に結びつけていく必要があります。  



6 

 

第３章 加賀市が取り組むべき家庭教育の基本的な考え方 

 

 

 

 家庭教育への支援は、保護者が子どもの教育について第一義的責任を有するという基本的認

識のもと、その子どもに必要な生活習慣、自立心、自制心、道徳観、礼儀、社会のルール等を自

主的に教え、育むことができるよう、市、学校等、地域住民、地域活動団体、事業者、その他社

会の全ての人が家庭教育の自主性を尊重しつつ、各々の役割を果たすとともに、一体となって取

り組むことが必要です。また、第２期加賀市教育振興基本計画及び第２期加賀市子ども・子育て

支援事業計画に基づき、教育と福祉が連携を図り、妊娠期・乳幼児期から高校卒業、就労まで、

いわゆる子育て時期に、不安や困り感を持っている家庭を支援していくことが必要です。 

[ 基本目標 ]           [ 施策の方向性 ] 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 連携した活動の促進 

③ 人材養成 

１ 家庭教育への支援を行う人材養成及び 

資質向上 

１ 地域住民と保護者が連携した子育てし 

やすい環境づくり 

④ 相談体制の整備・充実 
１ 相談体制の整備及び充実、相談窓口の 

周知 

２ 学校、家庭、地域が連携した子どもた 

ちが安心して過ごせる居場所づくり 

２ 子どもが将来親となるために必要な学 

びの機会の充実 

１．加賀市が取り組むべき基本的な方向性 

１ 家庭教育に対する理解の促進 ⑤ 広報・啓発活動の充実 

３ 事業所における働きながら子育てしや 

すい環境づくり 

個 

々 

の 

ウ 

ェ 

ル 

ビ 

ー 

イ 

ン 

グ 
の 
実 

現 

を 

目 

指 

し 

て 

 
４ 「子どもの貧困」対策と関係機関との 

連携した環境づくり 

① 学習機会の提供 

２ 家庭教育への支援に関する人材ネット 

ワ―クの構築及び拡充 

１ 子どもの発達段階に応じた親の学びの 

機会の充実 

５ 「ヤングケアラー」支援体制づくり 

＊ウェルビーイン
グ（Well-being） 
とは身体的・精神
的・社会的に良い
状態にあることを
意味する概念で
す。 
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基本目標１ 学習機会の提供 

基本目標２ 連携した活動の促進 

 

 

次の５点を目標に掲げ、家庭教育の支援を進めます。 

 

 

 家庭教育は、全ての教育の出発点であり、家庭教育の向上を図るうえで、親として成長するた

めの「親としての学び」、家庭の役割・子育ての意義を知る「親になるための学び」が重要です。

この二つの学びを支援するため、講演会、講座、研修会など学習機会の提供に努めます。 

 

（１）子どもの発達段階に応じた親の学びの機会の充実 

 かつて日本では 3 世代同居型の家庭が多く、親以外に祖父・祖母や地域の人々など多くの大

人が子どもに接し、それら全体で家庭教育を担ってきました。 

 しかし、核家族化などの家族形態の変化が進んだ昨今では、子育てを支援してくれる人や、子

育てについて相談できる人が近くにいないという状態が見られ、孤立感を感じる人もいます。 

 このような状態を回避するため、子育てをしていくうえで親がどうやって子どもに関わって

いけばいいのかを学ぶ機会や家族の絆の大切さなどを学ぶ機会を設けます。 

また、スマートフォンやタブレットの普及によって、心に傷を負ったり、犯罪やトラブルに巻

き込まれる危険性があります。このような状態を回避するため、インターネット等の適切な活用

方法を身につけるよう親として必要な知識を学ぶ機会を設けます。 

取組例 

・親の学びの講演会 

（家庭教育や子育てに関する内容や情報モラル・リテラシー教育等） 

 

（２）子どもが将来親となるために必要な学びの機会の充実 

 少子化が進む中、青少年期に乳幼児に接したり、幼い弟妹の子守りをする機会が少なくなって

います。そのため、自身が子どもを持つまで乳幼児に接したことがなく、乳幼児とはどういうも

のか、子どもにどのように接したらよいかわからずに大人になる若者もいます。 

 これらに対応するため、親になるために必要な知識を学ぶ学習会や講演会を開催するととも

に、乳幼児と触れ合う授業などを実施します。 

   

 

 近年の家族形態の多様化や地域社会とのつながりの希薄化、経済状況の変化など、家庭を取り

巻く環境が大きく変化し、過保護や過干渉、無責任や無関心、放任や虐待など、家庭の教育力の

低下が指摘されています。 

                  取組例 

・親になるための講座 

（小学生を対象に赤ちゃんふれあい体験等） 

２．加賀市が取り組むべき家庭教育の基本目標と推進の方策 
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 そこで、子育てに不安や負担を抱えている家庭や、子育て中の親が孤立することなく、敷居の

低い相談体制が取れるよう、保護者、学校等、地域住民、地域活動団体、事業者などの団体と連

携し、家庭での子育ての支援体制を構築します。 

 

（１）地域住民と保護者が連携した子育てしやすい環境づくり 

 核家族化や共働き世帯の増加、少子化が進む中、子育ての不安や孤立感を持つ保護者が増え、

子育てについて気軽に相談できる場所や人の存在が重要視されています。 

 そこで、子どもは地域の宝、地域全体で子育てを支え子育てしやすいまちづくりを目指して、

育児サークル、見守り隊、ＰＴＡなど、地域住民と保護者等が連携して安心・安全な環境づくり

を推進します。 

                  取組例 

・安心見守り隊活動 

・グッドマナーキャンペン(街頭指導等） 

・地域における青少年健全育成活動の活発化 

 

（２）学校、家庭、地域が連携した子どもたちが安心して過ごせる居場所づくり 

 共働きや核家族化が進む中、放課後に子どもたちが安心して過ごすことができるよう、まちの

先生や地域ボランティアの協力を得ながら、地域全体で子どもを見守り、安心して過ごせる居場

所づくりを推進します。 

                  取組例 

・放課後児童クラブ(学童クラブ） 

・放課後子ども教室 

・児童センター 

 

（３）事業所における働きながら子育てしやすい環境づくり 

 共働きや雇用環境の変化など、子育てや家庭教育を支える地域環境や社会構造が変化する中、

男女共同参画、ワーク・ライフ・バランスの推進等も踏まえ、企業や雇用者をはじめ社会全体で

子育てしやすい環境づくりを推進します。 

                  取組例 

・ワーク・ライフ・バランスを推進するために労働者や企業への啓発 

・企業内研修に合わせ子育ての向上を図るため家庭教育企業出前講座の実施 

 

（４）「子どもの貧困」対策と関係機関との連携した環境づくり 

 貧困世帯の子どもを支えるため妊娠期から子育て期（おおむね 0～18 歳）までの切れ目のな

い支援を推進します。また、行政や地域、学校等の多様な関わりの場面で問題を把握し、関係機

関との連携により支援につなげ、社会全体で気づき・見守る環境づくりを推進します。 
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基本目標３ 人材養成 

                  取組例 

・スクールソーシャルワーカー配置事業 

・地域学校協働本部と学校の連携 

 

（５）「ヤングケアラー」支援体制づくり 

 ヤングケアラー＊１が心身の健やかな成長及びその自立、教育機会の確保が図られるよう、ヤ 

ングケアラーに関わる可能性のある教育機関等による支援と、教育機関等が受けた相談を適切 

に福祉部門へつなぎ、連携して支援できる体制づくりを推進します。 

 ＊１：ヤングケアラー・・家族にケアを要する人がいる場合に、家事や家族の世話、介護、感 

情面のサポートなどを行い、大人が担うようなケア責任を負ってい 

る１８歳未満の子どものことです。  

                  取組例 

・スクールソーシャルワーカー配置事業 

・地域学校協働本部と学校の連携 

 

 

 家庭教育支援の取組を活性化していくためには、その基盤となる人材の養成が重要です。  

そこで、地域において家庭教育支援の取組を担う人材の養成及び資質の向上を図るとともに、

人材のネットワークづくりを進めます。 

 

（１）家庭教育への支援を行う人材養成及び資質向上 

家庭教育への支援を支える人材養成及び資質の向上に努めるため、講座や研修会を実施しま

す。研修会については、県が行う研修会を積極的に活用するほか、①顔を合わせてグループ討議 

を行う「ワークショップ型」の研修、②被支援者が支援者側に回る「循環型」の研修なども考慮

に入れて行います。 

                  取組例 

・家庭教育支援者養成講座 

 

（２）家庭教育への支援に関する人材ネットワークの構築及び拡充 

家庭教育への支援を行う関係者が連絡・連携が図れるよう人材ネットワークの構築及び拡充

に努めます。 

                  取組例 

・ネットワークを構築するための働きかけ 
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基本目標４ 相談体制の整備・充実 

基本目標５ 広報・啓発活動の充実 

 

 

近年、核家族や共働き世帯といった家族形態の多様化や、我が国の相対的貧困率にみられるよ

うな経済的な問題などにより、生活に余裕のない家庭が増えつつあります。また、地域社会との

つながりの希薄化を背景として、保護者が子育てやしつけ、教育の悩みや不安を抱えたまま、相

談する相手がいなくて地域で孤立してしまうこともあります。 

そこで、子育てを支援してくれる人がいない、誰に相談してよいかわからないといった保護者

に対して、子育てを支援してくれる人の紹介や、悩みや不安を気軽に相談できる体制の充実と情

報の提供を図ります。 

【イメージ図】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

家庭教育に関係する様々な情報の収集を行い、それらの情報の整理・分析をしたうえで市民に 

提供します。 

家庭教育の大切さ等について理解を深め、社会全体で家庭を支える機運の醸成を図るため、家

庭教育の重要性並びに家庭教育における保護者の果たす役割及び責任について、市民の理解を

深め意識を高める啓発を行います。 

 

 

 

                  取組例 

・相談窓口の周知 

                  取組例 

・家庭教育に関する意識啓発 

・広報活動 
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第４章 加賀市家庭教育支援施策の実現に向けて 

 

地域とのつながりの希薄化によって、親や子が家庭内の関係に閉じたものとなっていくことが

懸念されます。また、子育て家庭が孤立し、困難を抱えていても支援を望まない場合もあり、こ

うした家庭への支援のアプローチも難しくなっていることから、地域、企業など家庭教育支援の

担い手として期待される多様な主体や、市の関連部局や学校等の関係者と連携を図りながら、今

後の施策の展開に当たって以下の４つの項目を参考に支援を進めていきます。 

 

 

 

（１）親の育ちを応援するプログラムの充実 

 子どもの人間形成やしつけに大きな役割を果たす親等に対し、親同士の学び合いや仲間づくり

の機会を提供し、子育てへの自信や対処能力を持たせることが出来るような、体験型・ワークシ

ョップ形式の学習が必要です。 

 

（２）多様な場を活用した学習機会の提供 

 家庭教育に関する学習プログラムや講座は、子どもの発達段階に応じて様々な場所で提供され

ることが重要です。例えば、乳幼児期の家庭を対象にした場合は、地域における子育て支援の様々

な取組と連携し、親子が日常的に利用する多様な場所での学習機会や、働く親を対象にした場合

は、企業などに出向いて実施することも必要です。 

 

（３）子どもが将来親になるために必要な学びの機会の充実 

 子どもが将来親になるために必要となる家庭の役割、子どもを生み育てることの意義やいの

ちの大切さなど、親になることについて学ぶ機会の提供を積極的に図ることも必要です。 

 

 

 

（１）家庭を開き、地域とのつながりをつくる 

 地域とのつながりが希薄化する傾向がある中、居場所づくりが求められています。子育て中の

家庭が、ほかの家庭や地域と関わりを持てるような居場所があるということは、親子にとって家

庭と地域とのつながりをつくる上で大きな役割を果たします。親子で参加できる楽しいイベント

形式による交流の場など、気軽に参加できるものが、地域とのつながりづくりとして重要です。 

また、子どもの発達段階に応じた遊びや、様々な体験を共有する機会は重要です。このような

空間が居場所となるようにすることが大切です。 

 

（２）学校等・家庭・地域の連携した活動の推進 

 身近な地域の大人や異年齢の子どもと交流することは、子どもの発達に良い傾向がとくに見ら

れます。学校の授業や地域の行事に親子やまちの先生に関わってもらい、学校等・家庭・地域が

連携した活動を推進することが大切です。 

１．親の育ちを応援する学びの機会の充実 

２．親子と地域とのつながりをつくる取組の推進 
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（１）地域人材による家庭教育支援チーム型支援の普及 

 地域人材を中心に、きめ細かな活動を組織的に行う「家庭教育支援チーム」型の支援を進めて

いくことが必要です。活動においては、参加しやすい学びの交流の場などに、孤立しがちな家庭

の参画を促したり、地域の子育て支援に関する情報の提供をすることが大切です。また、民生委

員・児童委員、主任児童委員は、地域における子どもの見守りや家庭訪問の活動に、児童福祉の

観点から専門的に取り組んでおり、家庭教育支援チームに、民生委員・児童委員、主任児童委員

が参画していくことにより、アウトリーチ＊２の活動として充実していくことが期待されます。 

 ＊２：アウトリーチ・・生活上の課題を抱えているが相談機関等へ出向くことができない個人 

や世帯に対して、訪問支援、当事者が行きやすい場所での相談、地域 

におけるニーズ発見の場や関係づくりなどにより、支援につながるよ 

う積極的に働きかけることです。 

 

（２）課題を抱えた家庭に対する学校等と連携した支援の仕組みづくり 

 家庭の抱える課題の複雑化や多様化に伴い、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

カーと連携して、課題解決に向けた親の相談対応を行うなどの取組を進めることが望まれます。 

 

（３）人材養成と社会全体の子育ての理解の促進 

 家庭教育支援活動を担う地域人材に対して、有識者や専門職が専門的援助等を行う人材養成の

体制を整備していくことが望まれます。また、祖父母や高齢者が子育て支援の役割を担うことへ

の期待が高まっていますが、祖父母世代と親世代では、子育てについての認識に世代間ギャップ

があることから、祖父母世代へ子育てについて学ぶ機会を提供することが大切です。 

 

（４）子どもの貧困対策とその周知 

 子どもの貧困について、市が行っている支援策を周知するとともに、行政、学校等、関係機関・

団体などが、各種相談や取組を通じて把握した情報を共有・活用し、貧困の状況にある子ども及

びその保護者を早期に発見して支援することが必要です。 

 

（５）医療、介護、福祉等の専門職及び教育関係者との連携の強化 

 ヤングケアラーとは、家族にケアを要する人がいる場合に、家事や家族の世話、介護、感情面

のサポートなどを行い、大人が担うようなケア責任を負っている１８歳未満の子どものことをい

い、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担があることで本人の育ちや教育に影響があ

ります。そのようにならないため、ヤングケアラーである子どもを早期に発見し、適切な支援に

つなげることが重要です。ヤングケアラーを正しく理解したうえで、医療、介護、福祉等の専門

職や学校等の教育関係者が、必要な情報等を共有するなど、連携の強化を図ることが必要です。 

 

 

 

 

３．支援のネットワークをつくる体制づくり 
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（１）乳幼児から学童期の基本的な生活習慣づくりの推進 

 子どもたちの健やかな成長には、「早寝・早起き・朝ごはん」をはじめとした規則正しい生活

習慣が大切です。家庭における食事、睡眠などの乱れを個々の家庭や子どもの問題として見過ご

すことなく、社会全体の問題として、生活リズムの向上を図るための取組を推進していくことが

必要です。 

 

（２）中高生向けの基本的な生活習慣づくりの推進 

 子どもの心身の健康や意欲を高めるためには、正しい生活習慣のもとでの充足感のある生活が

基盤となり、自分自身をマネジメントする力（自己管理能力）を身に付けることが必要です。 

 

（３）企業と連携したワーク・ライフ・バランスの推進 

 働く親が子どもと接したり、地域との交流の機会を持つためには、仕事と生活の調和が不可欠

です。生活習慣づくりを土台にしたワーク・ライフ・バランスは、生活が充実することによって

仕事に良い影響を及ぼすことも期待されます。 

 

４．子どもから大人までの基本的な生活習慣づくり 
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   加賀市家庭教育支援条例 

  

平成27年6月22日   

条例第44号   

  

子どもの基本的な生活習慣、豊かな情操、他人に対する思いやりや善悪の判断などの基本的な倫

理観、自立心や自制心、社会のルールなどは、愛情で包まれた家族との触れ合いを通じて、育まれ

るものである。すなわち家庭は、全ての教育の出発点であり、父母その他の保護者は子どもにとっ

て初めての先生といえる。 

私たちが住む加賀市では、豊かな自然や先人たちが築き上げてきた歴史、文化の中で、子どもは

地域の宝として、家庭はもとより、子どもを取り巻く地域社会や市民みんなが子どもの健やかな成

長を願いながら、その育ちを支えてきた。 

しかしながら近年では、家族形態の多様化や地域社会とのつながりの希薄化、経済状況の変化な

ど、家庭を取り巻く環境が大きく変化し、過保護や過干渉、放任や虐待など、家庭の教育力の低下

が指摘されている。こうした状況は加賀市ではより顕著であり、子育てに不安や困り感を持つ家庭

への支援を更に進める必要がある。 

私たちは、改めて家庭教育に対する各家庭の責任を認識するとともに、様々な事情により社会的

支援の必要性が高い家庭への支援を行い、子どもの健やかな成長と子育てを支えるため、家庭を取

り巻く学校等、地域住民、地域活動団体、事業者、行政など社会全体が家庭教育の自主性を尊重し、

それぞれの適切な役割分担を果たしつつ、一体となって家庭教育を支援する必要がある。 

ここに、将来の本市を担う子どもを地域の宝として、子どもの健やかな成長にみんなが喜びを実

感し、分かち合える加賀市を目指して、この条例を制定する。 

(目的) 

第1条 この条例は、子どもたちが健やかに成長する上で、家庭が果たす役割の重要性に鑑み、本市

の家庭教育への支援について、基本理念及びその実現を図るために必要な事項を定め、家庭教育へ

の支援に関する施策を総合的に推進することにより、子どもに必要な生活習慣の確立並びに自立心

の育成及び心身の調和発達を図り、将来の本市を担う子どもの健やかな成長に寄与することを目的

とする。 

 

資 料 １ 
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(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護する者をいう。 

(2) 子ども おおむね18歳以下の者をいう。 

(3) 学校等 学校教育法(昭和22年法律第26号)第1条に規定する学校(大学を除く。)、児童福祉法

(昭和22年法律第164号)第39条第1項に規定する保育所及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律(平成18年法律第77号)第2条第6項に規定する認定こど

も園をいう。 

(4) 地域活動団体 社会教育法(昭和24年法律第207号)第10条に規定する社会教育関係団体、地方

自治法(昭和22年法律第67号)第260条の2第1項に規定する地縁による団体その他地域的な活動

を行う団体をいう。 

(5) 事業者 事業を行う法人その他の団体及び個人をいう。 

(6) 家庭教育 保護者が子どもに対して行う教育のことをいう。 

(7) 家庭教育支援施策 市が実施する家庭教育を支援する施策をいう。 

(基本理念) 

第3条 家庭教育への支援は、保護者が子どもの教育について第一義的責任を有するという基本的認

識の下に、その子どもに必要な生活習慣、自立心、自制心、道徳観、礼儀、社会のルール等を自主

的に教え、育むことができるよう、市、学校等、地域住民、地域活動団体、事業者その他の社会の

すべての構成員が家庭教育の自主性を尊重しつつ、各々の役割を果たすとともに、社会の全ての構

成員が一体となって取り組むものとする。 

(市の責務) 

第4条 市は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、家庭教育の支援を目

的とした体制を整備するとともに、家庭教育支援施策を策定し、これを実施する責務を有する。 

２ 市は、前項の規定により家庭教育支援施策を策定し、これを実施するに当たっては、保護者、学

校等、地域住民、地域活動団体、事業者及びその他の関係者と連携して取り組むものとする。 

３ 市は、第1項の規定により家庭教育支援施策を策定し、これを実施するに当たっては、子ども及び

保護者の経済状況並びにその他家庭の状況等に配慮するものとする。 

(保護者の役割) 

第5条 保護者は、基本理念にのっとり、子どもの健やかな成長のために必要な生活習慣の確立、自

資 料 １ 
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立心の育成及び心身の調和のとれた発達を図るとともに、自らも親として成長していくよう努める

ものとする。 

(学校等の役割) 

第6条 学校等は、基本理念にのっとり、保護者と連携して子どもの健やかな成長のために必要な生活

習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めるもの

とする。 

(地域住民等の役割) 

第7条 地域住民は、基本理念にのっとり、保護者と連携し、地域の歴史、伝統、文化、行事等を通

じ、子どもの健やかな育成に努めるとともに、保護者が家庭教育を行うために良好な地域環境の整

備に努めるものとする。 

２ 地域活動団体は、基本理念にのっとり、保護者と連携し、家庭教育を支援するための取組を行う

よう努めるものとする。 

３ 地域住民及び地域活動団体は、家庭教育支援施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

 (事業者の役割) 

第8条 事業者は、基本理念にのっとり、家庭教育における保護者の役割の重要性に鑑み、その雇用

する従業員の健康と安心を確保し、職業生活と家庭生活との両立が更に図られるよう必要な就業環

境の整備に努めるものとする。 

２ 事業者は、家庭教育支援施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

 (学習機会の提供) 

第9条 市は、親としての学び(保護者が、子どもの発達段階に応じて大切にしたい家庭教育の内容、

子育ての知識その他親として成長するために必要なことを学ぶことをいう。)を支援するため、講

座等の開設その他学習機会の提供に努めるものとする。 

２ 市は、親になるための学び(子どもが将来親になるために必要となる家庭の役割、子育ての意義等

について学ぶことをいう。)を支援するため、講座等の開設、普及等学習機会の提供に努めるものと

する。 

 (連携した活動の促進) 

第10条 市は、保護者、学校等、地域住民、地域活動団体、事業者その他の関係者が相互に連携して

取り組む家庭教育を支援するための活動を促進するものとする。 

 

資 料 １ 
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 (人材養成) 

第11条 市は、家庭教育への支援を行う人材の養成及び資質の向上に努めるとともに、家庭教育への

支援に関する人材のネットワークの構築及びその拡充に努めるものとする。 

 (相談体制の整備・充実) 

第12条 市は、家庭教育及び子育てに関する相談に応ずるため、相談体制の整備及び充実、相談窓口

の周知その他の必要な事業を行うものとする。 

 (広報・啓発活動の充実) 

第13条 市は、家庭教育に関係する情報の収集、整理及び分析並びに市民への提供を行うものとする。 

２ 市は、家庭教育への支援に関する社会的気運を醸成するため、家庭教育の重要性並びに家庭教育

における保護者の果たす役割及び責任について、市民の理解を深め、意識を高める啓発を行うもの

とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

資 料 １ 
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資 料 ２ 

加賀市家庭教育推進会議設置要綱 

           

                                                    令和３年 １月２６日  
教育委員会告示 第 ２ 号  

                 

 

第1条 加賀市家庭教育支援条例（平成27年加賀市条例第44号）第4条第1項に規定する

家庭教育の支援のため、加賀市家庭教育推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

（役割） 

第 2条 推進会議は、次の事項について調査し、検討し、又は意見を述べるものとする。 

(1) 加賀市における家庭教育の現状、課題等に関すること。 

(2) 加賀市家庭教育推進事業に関すること。 

(3) 加賀市家庭教育支援推進計画に関すること。 

(4) 家庭教育の支援のための市民啓発に関すること。 

(5) 家庭教育関係機関等との連携や協働・協力体制づくりの推進に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、家庭教育の総合的推進に関すること。 

（組織） 

第 3 条 推進会議は、委員 14 人以内で組織し、次に掲げる者のうちから加賀市教育委

員会（以下「教育委員会」という。）が選任する。 

 (1) 社会教育関係者 

 (2) 学校関係者 

 (3) 社会福祉関係者 

 (4) 地域の子育て支援団体関係者 

 (5) 青少年育成団体関係者 

 (6) 前各号に掲げる者のほか、教育長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第 4条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

（会長及び副会長）  

第 5 条 推進会議に会長及び副会長を置く。 
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2 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

3 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6条 推進会議は、会長が招集する。ただし、委員選任後の最初の会議は、教育長が

招集する。 

2 会長は、推進会議の会議の議長となる。 

3 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（アドバイザー） 

第 7条 推進会議の運営の円滑化を図るため、推進会議に、アドバイザーを置くことが

できる。 

2 アドバイザーは、家庭教育に関し職見を有する者のうちから、教育委員会が選任す

る。 

3 アドバイザーは、会長から要請があったときは、推進会議に出席して意見を述べる

ことができる。 

（意見の聴取等） 

第 8 条 推進会議は、必要があると認めるときは、関係行政機関の職員その他関係者に

対し、会議に出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めるこ

とができる。  

（庶務） 

第 9条 推進会議の庶務は、家庭教育担当課において処理する。 

（その他） 

第 10 条 この告示に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、教育委

員会が別に定める。 

   附 則 

この告示は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 



                                        

     資 料 ３ 

21 

 

加賀市家庭教育推進会議委員   

        

                任期 令和 3 年４月１日～令和 5 年 3 月 31 日                                 

委員区分 

○加賀市家庭教育推進会議設置要綱（抜粋） 

（組織） 

第 3 条 推進会議は、委員 14 人以内で組織し、次に掲げる者のうちから加賀市教育委員会（以下「教育委員

会」という）が選任する。 

(1) 社会教育関係者、(2)学校関係者、(3)社会福祉関係者、(4)地域の子育て支援団体関係者 

(5)青少年育成団体関係者、(6)前各号に掲げる者のほか、教育長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第 4 条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（アドバイザー） 

第 7 条 推進会議の運営の円滑化を図るため、推進会議に、アドバイザーを置くことができる。 

2 アドバイザーは、家庭教育に関し職見を有する者のうちから、教育委員会が選任する。 

委員 

区分 
氏 名  所 属 団 体 

   

1 堂新橋 孝 加賀市公民館連合会 
  

1 山井 純子 加賀市 PTA 連合会家庭教育委員会 
  

2 桑原 豊行 加賀市校長会 
  

2 林   勉 加賀市教頭会 
  

3 上野 榮一 加賀市民生委員児童委員協議会 
  

3 角地  剛 加賀市法人立保育園連合会 
  

4 河原 廣子 加賀市地域子育て支援拠点事業者 
  

4 奥野美禰子 みらい子育てネット石川県地域活動連絡協議会 
  

5 泉  貴信 加賀市子ども会育成連絡協議会 
  

5 新本 欣悟 山中温泉青少年健全育成連絡会 
  

アドバイザー 浅野 秀重 金沢大学名誉教授   
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家庭教育支援に関するアンケート調査の結果 

 

令和４年６月に、市内の０歳から１８歳までの子どもを持つ子育て中の保護者を対象に、子育

て・家庭教育をされているご家庭の状況や、子育てに対する考えを把握することで、各ご家庭を

支援するためのより良い方策を検討するためにアンケート調査を実施しました。以下は、その実

施結果です。Q3 からは、令和２年度に 0 歳から 18 歳までの子どもを持つ父母を対象に、国

が実施した、「家庭教育の総合的推進に関する調査」と比較しています。 

 

1． 概要 

（１） アンケート方法 紙媒体及び Web調査 

０歳児及び２歳児の保護者 郵送/紙媒体で回答（返信封筒で返送） 

小１、小４、中１、高１の保護者 各学校をとおして配付/紙媒体で回答（各学校で回収）   

（２）対象者 

 

  H27対象 H27回収 H27回収率  R4対象 R4回収 R4回収率 

０歳保護者 443人 213人  48.1% 328人 165人 50.3% 

２歳保護者 478人 210人 43.9% 368人 188人 51.1% 

小学１年生保護者 542人 502人 92.6% 411人 322人 78.3% 

小学４年生保護者 563人 517人 91.8% 476人 374人 78.6% 

中学１年生保護者 542人 456人 84.1% 511人 397人 77.7% 

高校１年生保護者 332人 268人 80.7% 245人 174人 71.0% 

総回答 2,900人 2,166人 74.7% 2,339 人 1,620人 69.3% 

 

48.1%
43.9%

92.6% 91.8%
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80.7%
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・回収率は、0歳保護者 50.3％、2歳保護者51.1％、小学 1年生保護者 78.3％、小学 4 

 年生保護者 78.6%、中学 1年生保護者 77.7%、高校 1年生保護者は 71.0％である。 

・前回との比較では、0歳保護者は 2.2%、2 歳保護者は 7.2％前回より回収率が上回ってい 

る。また、小学 1年生保護者は 14.3%、小学4年生保護者は 13.2%、中学 1年生保護者 

は 6.4％、高校 1年生保護者は 9.7%前回より回収率が下回っている。 

 

Q１ このアンケートにご記入いただいた方はどなたですか。 
  

・ほとんどの回答が、前回と同様、母親だった。若干数回答のあったその他は、姉や施設職員が 

回答したものであった。 

 

 

 

Q２ 主にどなたが子育てをしていますか。 
 
 ・平日では、母親が 52.4％と最も高く、次いで父親が 27.0％、祖父母が 16.9％となってい 

る。 

 ・休日では、母親が 47.4％と最も高く、次いで父親が 34.8%、祖父母が 13.1％となってい 

る。 

 ・平日に比べると、休日では、母親が 5％下回り、父親が 7.8%上回っている。 

母親

1257 

88.5%

父親

146

10.3%

祖父母

7

0.5%

その他

10

0.7%

回答者の続柄
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母親

1313

52.4%父親

676

27.0%

祖父母

424

16.9%

兄弟姉妹

64

2.6%

親族（おじ、おば、いとこ等）

27

1.1%
その他

4

0.2%

主に子育てをする方の続柄(平日)

母親

1277

47.4%

父親

937

34.8%

祖父母

352

13.1%

兄弟姉妹

77

2.9%

親族（おじ、おば、いとこ等）

47

1.7%

その他

4

0.1%

主に子育てをする方の続柄(休日)
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Q３ 子育てや家庭教育を行う上で、主に子育てしている人が、困った時に助けてくれる人はい

ますか。 

 ・加賀市では、困った時に助けてくれる人は、「配偶者」が 81.5％と最も高く、次いで「自分

または配偶者の父母」が 77.4％、「自分または配偶者の親族(兄弟姉妹、おじ、おば、いと

こ等)」が 23.3％となっている。 

 ・全国では、困った時に助けてくれる人は、「自分または配偶者の父母」が 96.8％と最も高

く、次いで「配偶者」が 69.7％、「友人・知人」が 27.7％となっている。 

 ・全国との比較では、１位が、加賀市では「配偶者」であるのに対して、全国では「自分また

は配偶者の父母」となっており、１位と２位の逆転がみられる。また、３位以降の順位にも

違いが見受けられる。 

 

 

Q４ 日ごろ、子育てをしていて、悩みや不安、孤立感をどの程度感じますか。 

  

・子育てについての悩みや不安、孤立感の程度は、「感じる（「いつも感じる」と「たまに感じ 

る」の合計）」が、加賀市では 38.7％、全国では、69.8％となっている。「感じない（「あま 

り感じない」と「全く感じない」の合計）」が、加賀市では 61.2％、全国では 30.1％とな 

っている。 

 ・全国との比較では、子育てについての悩みや不安、孤立感の程度は、「感じる（「いつも感じ 

る」と「たまに感じる」の合計）」は、加賀市は全国に比べると 31.1％下回っている。「感 

じない（「あまり感じない」と「全く感じない」の合計）」は、加賀市は全国に比べると 31.1％ 

上回っている。 
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24.9%

6.6%

27.7%

9.0%

2.7%

0.5%

6.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

配偶者

自分または配偶者の父母

自分または配偶者の祖父母

自分または配偶者の親族

（兄弟姉妹、おじ、おば、いとこ等）

近所の人

友人・知人

職場の人（上司、先輩、同僚等）

地域や行政の相談機関・支援員

その他

特にいない

困ったときに助けてくれる人（複数回答）

加賀市(R4) 全国(R2)
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資 料 ４ 

 

 

Q５ 子育てについて主にどのような悩みや不安を持っていますか。（「いつも感じる」と「たま 

   に感じる」と回答した人のみ）  

 

 ・加賀市では、子育てについての悩みや不安の内容は、「子どもの生活習慣の乱れについて悩

みや不安がある」が 48.4％と最も高く、次いで「子どもの健康や発達について悩みや不安

がある」が 47.5％、「しつけの仕方が分からない」が 42.0％となっている。 

 ・全国では、子育てについての悩みや不安の内容は、「子どもの生活習慣の乱れについて悩み 

  や不安がある」が 42.9％、次いで「しつけの仕方が分からない」が 40.6％、「子どもの健 

  康や発達について悩みや不安がある」が 38.4％となっている。 

・全国との比較では、加賀市、全国とも１位は「子どもの生活習慣の乱れについて悩みや不安 

がある」となっているが､加賀市は、5.5％全国を上回っている。2位、3位については逆転 

がみられるが、総じて傾向としては大きな違いは見られない。 

 

5.2%

33.5%

48.0%

13.2%

13.8%

56.0%

27.4%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

いつも感じる

たまに感じる

あまり感じない

全く感じない

子育てについての悩みや不安、孤立感の程度

加賀市(R4) 全国(R2)

42.0%

47.5%

48.4%

14.4%

22.9%

32.7%

12.2%

20.2%

27.5%

32.4%

40.6%

38.4%

42.9%

13.4%

29.5%

15.3%

6.8%

16.6%

32.7%

9.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

しつけの仕方が分からない

子どもの健康や発達について悩みや不安がある

子どもの生活習慣の乱れについて悩みや不安がある

子どもとの接し方が分からない

子どもの気持ちが分からない

子どもの友人関係について悩みや不安がある

保護者同士の良い関係が作れない

忙しい時子どもの面倒を見てくれる人がいない

子育てをする上で経済的に厳しい

その他

子育てについての悩みや不安の内容（複数回答として集計）

加賀市(R4) 全国(R2)
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資 料 ４ 

Q６ 子育てをする人にとって、地域の支えは重要だと思いますか。 

 

 ・子育てに対する地域の支えの重要さは、「重要だと思う（「とても重要だと思う」と「やや重 

要だと思う」の合計）」が、加賀市では 81.5％、全国では 70.0％となっている。 

 ・全国との比較では、子育てに対する地域の支えの重要さは、「重要だと思う（「とても重要だ

と思う」と「やや重要だと思う」の合計）」は加賀市が全国を 11.5%上回っている。 

 

 

 

Q７ 地域で子育てを支えるために、どんなことが重要だと思いますか。 

  

・加賀市では、地域で子育てを支えるために重要なことは、「子どもの防犯のための声かけや登 

下校の見守りをする人がいること」が 69.8％と最も高く、次いで「子どもと一緒に遊ぶ人や 

場があること」が 58.2％、「子育てに関する悩みについて気軽に相談できる人や場があるこ 

と」が 52.6％となっている。 

・全国では、地域で子育てを支えるために重要なことは、「子育てに関する悩みについて気軽に 

相談できる人や場があること」が 51.8％と最も高く、次いで「子どもの防犯のための声かけ 

や登下校の見守りをする人がいること」が 45.0％、「子どもと一緒に遊ぶ人や場があること」 

が 39.6％となっている。 

・全国の比較では、地域で子育てを支えるために重要だと思う項目が、１位から３位まで同じ 

内容ではあるが順位は全く違っている。 

  

48.7%

32.8%

12.7%

2.3%

0.4%

3.1%

22.2%

47.8%

23.5%

4.0%

0.8%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

とても重要だと思う

やや重要だと思う

どちらとも言えない

あまり重要ではないと思う

まったく重要ではないと思う

分からない

地域の支えの重要性

加賀市(R4) 全国(R2)
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資 料 ４ 

 

 

 

Q８ 家庭教育の充実のために、家庭では主にどのようなことに取り組むことが重要だと思い 

ますか。 

 

 ・加賀市では、家庭教育の充実のために家庭が取り組むべきことは、「あいさつやマナーなど 

基本的なしつけを教えること」が 68.7％と最も高く、次いで「親子のコミュニケーション 

の時間をとること」が 59.9％、「健康なからだや健全な精神を育成すること」が 48.5％と 

なっている。 

 ・全国では、家庭教育の充実のために家庭が取り組むべきことは、「あいさつやマナーなど基 

本的なしつけを教えること」が 77.7％と最も高く、次いで「物事の善悪を教えること」が 

51.6％、「健康なからだや健全な精神を育成すること」が 48.5％となっている。 

 ・全国の比較では、加賀市、全国ともに 1位が「あいさつやマナーなど基本的なしつけを教 

えること」、3位が「健康なからだや健全な精神を育成すること」となっている。1位は、 

加賀市が 9.0％全国より下回っている。3位については同じ割合であった。 

52.6%

45.6%

58.2%

48.7%

26.2%

69.8%

41.2%

3.2%

2.6%

51.8%

29.7%

39.6%

29.2%

19.6%

45.0%

31.3%

0.6%

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

子育てに関する悩みについて

気軽に相談できる人や場があること

不意の外出や親の帰りが遅くなった時などに

子どもを預かる人や場があること

子どもと一緒に遊ぶ人や場があること

子どもにスポーツや勉強を

教える人や場があること

地域の伝統文化を

子どもに伝える人や場があること

子どもの防犯のための声かけや

登下校の見守りをする人がいること

子どもと大人が一緒に参加できる

地域の行事やお祭りなどがあること

その他

特にない

地域で子育てを支えるために重要なこと（複数回答）

加賀市（R4） 全国(R2)
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資 料 ４ 

 

 

Q９ 家庭教育の充実のために、地域の人たちや子育てサークルなどは主にどのようなことを支 

 援することが重要だと思いますか。 

  

・加賀市では、家庭教育の充実のために地域の人や子育てサークルなどが支援すべきことは、 

「交通安全や防犯など子どもの安全安心な環境をつくること」が 70.3％と最も高く、次い 

で「子どもの居場所や一時預かりのサービスを提供すること(放課後児童クラブ(学童クラ 

ブ)、放課後子ども教室、一時保育等)」が 48.8％、「地域全体で子育てを支援する環境をつ 

くること」が 47.3％となっている。 

 ・全国では、家庭教育の充実のために地域の人や子育てサークルなどが支援すべきことは、 

「交通安全や防犯など子どもの安全安心な環境をつくること」が 63.9％と最も高く、次 

いで「地域全体で子育てを支援する環境をつくること」が 49.2％、「子どもの悪い行いを 

注意し良い行いをほめること」が 48.8％となっている。 

 ・全国との比較では、加賀市、全国ともに 1位が「交通安全や防犯など子どもの安全安心な 

環境をつくること」となっており、割合に大きな違いはない。「地域全体で子育てを支援す 

る環境をつくること」の順位は、加賀市は 3位、全国は 2位となっている。 

 

 

68.7%

48.5%

8.5%

4.1%

3.9%

59.9%

20.2%

36.9%

43.1%

4.6%

1.5%

77.7%

48.5%

9.2%

6.0%

3.7%

26.5%

31.7%

39.1%

51.6%

0.0%

0.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

あいさつやマナーなど

基本的なしつけを教えること

健康なからだや

健全な精神を育成すること

交通安全や防犯など

子どもの安全安心な環境をつくること

子どもの生活の乱れや

非行に対応すること

子どもを有害情報から守ること

親子のコミュニケーションの

時間をとること

人としての生き方を教えること

早寝早起きや部屋の片づけなど

生活習慣を教えること

物事の善悪を教えること

あてはまるものはない

その他

家庭教育の充実のために家庭が取り組むべきこと

（複数回答として集計)）

加賀市(R4) 全国(R2)
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資 料 ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q１０ 家庭教育に関する講座や講演会などに参加しやすくするために、どのようなことが重要

だと思いますか。 

  

・加賀市では、家庭教育に関する講座や講演会などに参加しやすくするために重要なことは、 

「興味のある内容だと良い」が 48.7％と最も多く、次いで「インターネットなどを介して 

提供されると良い」が 25.6％、「身近な場所で開催されると良い(公民館等)」が 23.0％と 

なっている。 

・全国では、家庭教育に関する講座や講演会などに参加しやすくするために重要なことは、「興 

 味のある内容だと良い」が 39.1％と最も多く、次いで「身近な場所で開催されると良い」 

 が 30.7％、「分かりやすい内容だと良い」が 16.2％となっている。 

・全国との比較では、加賀市、全国ともに１位が「興味のある内容だと良い」となっている。 

 加賀市は、9.6％全国を上回っている。「身近な場所で開催されると良い」は、加賀市が 3位、 

全国が 2位となっている。「インターネットなどを介して提供されると良い」は、加賀市 

25.6％（2位）、全国 8.7％（8位）となっているのは、新型コロナウイルス感染症の影響 

により、加賀市(調査R4)と全国(調査 R2)で違いがあると思われる。 

44.3%

70.3%

31.9%

48.8%

25.0%

10.5%

47.3%

19.9%

2.0%

48.8%

63.9%

27.7%

27.8%

32.3%

13.0%

49.2%

0.0%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

子どもの悪い行いを注意し、

良い行いをほめること

交通安全や防犯など子どもの

安全安心な環境をつくること

家庭教育の悩みや相談に応じること

子どもの居場所や一時預かりのサービスを提供すること

（放課後児童クラブ（学童クラブ）、

放課後子ども教室、一時保育等）

イベントなど親子がふれ合う機会を設けること

家庭教育について学ぶ機会を設けること

地域全体で子育てを支援する環境をつくること

あてはまるものはない

その他

家庭教育の充実のために地域の人や子育てサークルなどが支援すべきこと

(複数回答として集計)

加賀市(R4) 全国(R2)
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資 料 ４ 

 

 

Q１１ 家庭教育について、主にどのような情報を知りたいですか。 
 

 ・加賀市では、家庭教育について知りたい情報は、「子どものほめ方・叱り方」が 56.6％と最

も高く、次いで「子どもの健康・発達に関すること」が 46.6％、「スマートフォンやインタ

ーネットなど子どもを取り巻く社会環境のこと」が 39.0％となっている。 

 ・全国では、家庭教育について知りたい情報は、「子どものほめ方・叱り方」が 49.7％と最も

高く、次いで「子どもの健康・発達に関すること」が 46.0％、「子どものしつけ」が 45.4％

となっている。 

 ・全国との比較では、加賀市、全国とも 1位、2位については知りたい情報は同じである。1

位の「子どものほめ方・叱り方」は、加賀市が 6.9％全国を上回っている。2位の「子ども

の健康・発達に関すること」については、ほぼ同じ割合だった。また、3位以降の割合につ

いては違いが見受けられる。 

 

 

 

21.4%

9.2%

48.7%

18.0%

9.9%

23.0%

4.3%

5.2%

25.6%

4.9%

14.8%

15.3%

9.0%

39.1%

16.2%

11.8%

30.7%

2.5%

2.0%

8.7%

0.8%

14.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

時間が短ければ良い

仕事先で開催されれば良い

興味のある内容だと良い

分かりやすい内容だと良い

夜間や休日の開催だと良い

身近な場所で開催されると良い（公民館等)

講師に相談できれば良い

参加者同士が意見交換できると良い

インターネットなどを介して提供されると良い

その他

要件が整っても参加しない

家庭教育に関する講座や講演会に参加しやすくするために重要なこと

（複数回答として集計）

加賀市(R4) 全国(R2)
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37.8%

46.6%

25.3%

2.3%

56.6%

35.4%

39.0%

7.1%

4.1%

45.7%

45.4%

46.0%

19.3%

5.1%

49.7%

31.9%

24.9%

5.5%

0.3%

12.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

子どものしつけ

子どもの健康・

発達に関すること

いじめ・不登校・

ひきこもりへの対応

子どもへの虐待・

体罰に関すること

子どものほめ方・

叱り方

子どもとの

コミュニケーションの仕方

スマートフォンやインターネットなど

子どもを取り巻く社会環境のこと

相談窓口

その他

特にない

家庭教育について知りたい情報（複数回答として集計）

加賀市(R4) 全国(R2)



No 事業名及び内容 部局 担当課
基本目標
支援施策

1

【母子健康手帳交付】
　妊娠の届出をした妊婦に、母子健康手帳を交付し、あわせて保健指導・
健康相談の機会を設けることで、妊婦の不安や妊娠期から出産時のリスク
を軽減し、安心して妊娠出産を迎えることができるように支援します。

市民健康部
 子育て応援

ステーション
①-1
④

2

【妊娠期パパママ教室】
　妊娠期からの健康管理や、妊娠中の父親・パートナーの育児参加をはじ
め、健やかな出産を迎え、楽しんで育児ができるように、妊婦と父親・パ
ートナーを対象に、妊娠期パパママ教室を開催しています。
・からだと食事編、出産と育児編の２回１コース
・予約制

市民健康部
 子育て応援

ステーション
①-1
④

3

【妊娠中の健康診査】
　妊婦健診は、妊娠した女性とおなかの赤ちゃんの健康を守り、妊娠が順
調かどうかをみるためのものです。次のような間隔で受けましょう。
・妊娠２３週まで（妊娠６か月まで）・・・４週に１回
・妊娠２４週から３５週まで（妊娠７～９か月末）・・・２週に１回
・妊娠３６週（妊娠１０か月）以降・・・週に１回
・市では妊婦健診の受診票を発行しています。（合計１４回分）
※予定日（妊娠４０週）を超えて受けた妊婦健診についても費用の一部を
助成します。
・対象者：健診受診時に加賀市に住所を有する方で次のいずれかに該当す
る方
①予定日（妊娠４０週）以降に自己負担で妊婦健康診査を受診された方
（上限回数なし）
②多胎妊婦で予定日前に自己負担で妊婦健康診査を受診された方（上限5
回）

市民健康部
 子育て応援

ステーション
④

経済支援

4

【妊婦歯科健康診査】
　妊娠中は口腔衛生状態が悪くなりやすく、むし歯や歯周病にかかりやす
くなります。歯周病は低出生体重児や早産のリスクを高めます。
　妊娠中に1回、歯科健康診査の受診票を発行しています。

市民健康部
 子育て応援

ステーション
④

経済支援

5

【出産準備手当】
　妊娠、出産には赤ちゃんの身の回りの品などたくさんの準備が必要で
す。 安心して子どもを生み育てることができるよう、出産準備手当を給
付します。申請届出時にあわせて、妊婦面接を行い、妊娠経過に対する保
健指導や産後の子育て支援等について情報提供します。
・対象者：申請日から給付認定日まで加賀市に住所を有する方で妊娠１６
週以上出産日以降１４日以内の方(出産後の転入者や生活保護受給者は除
く。)
・出産準備手当の額：胎児1人につき１０,０００円

市民健康部
 子育て応援

ステーション 経済支援

6

【産前家庭支援ヘルパー派遣事業】
　出産前に体調不良等のため、育児や家事を行うことが困難な家庭に対し
て、育児や家事等を援助し、母親の体調の回復と産前の生活を支援する家
庭支援ヘルパーを派遣します。
・１人１０回（多胎妊婦１５回）まで、自己負担あり。
・多胎妊婦は利用料無料（市民税非課税・生活保護世帯も利用料無料）

市民健康部
子育て応援

ステーション
④

子育て支援

7

【三世代住宅改修等助成事業】
　三世代で同居する45歳未満の方が、住宅を改修、改築又は増築する費
用の一部を助成します。
  100万円を超える工事に対して、工事費の10％（上限30万円）を助成
します。
・対象者：18歳未満の子（妊娠中を含む。）を有する家族

政策戦略部
スマートシ

ティ課 経済支援

                                                                                                            資　料　５

　　     令和4年度経済状況及びその他家庭の状況に配慮した具体的な家庭教育支援施策

　１．妊娠期の支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

8

【第３子以降誕生祝金（未来33）】
　「子育ていちばん」を目指す加賀市では多子世帯のサポートと将来の人
口増加を期待して第3子からの出産にお祝い金30万円を支給します。
・助成対象者：対象児童の出生日から起算して１年以上前から継続して加
賀市に住所を有する保護者（※加賀市に住所を有する期間が対象児童の出
生日から起算して１年未満の場合は、継続して１年以上経過した後に支給
対象となります。）
・対象児童：多子世帯の児童（18歳に達する日以降の最初の３月31日ま
でにある子ども）のうち、年長者から数えて３人目以降となる児童で、出
生日から加賀市に住所を有し、令和２年４月２日以降に生まれた児童

市民健康部 子育て支援課 経済支援

9

【産後家庭支援ヘルパー派遣事業】
　出産後で体調不良等のため、育児や家事を行うことが困難な家庭に対し
て、育児や家事等を援助し、母親の体調の回復と産後の生活を支援する家
庭支援ヘルパーを派遣します。
・１人２０回（多胎産婦３０回）まで、自己負担あり。
・多胎産婦は利用料無料（市民税非課税・生活保護世帯も利用料無料）

市民健康部
子育て応援

ステーション
④

子育て支援

10

【産後ケア事業】
　産後のお母さんと赤ちゃんのケアを通して、安心して子育てができるよ
うに支援します。
・対象者：産後の心身の不調により育児に不安がある産婦
　　　　　産後の体調が悪く休養や栄養の管理が難しい産婦
　　　　（産後１年未満）
・内容：「宿泊型」「通所型」「訪問型」により以下を実施
　　　　　→母体ケア、乳児ケア、育児に関する指導等、心身のケア、
　　　　　　育児サポート
・利用料：令和3年度より利用料軽減。ただし、多胎産婦は利用料無料
 (市民税非課税・生活保護世帯も無料）

市民健康部
子育て応援

ステーション
④

子育て支援

11

【７か月児離乳食教室】
　発達・離乳食についての個別相談や離乳食（中期～後期）の実演動画視
聴を通して、育児不安を軽減し、適切な食生活・育児ができるように支援
します。（身体計測、個別相談、離乳食の実演動画視聴）
・対象者：加賀市に住所のある６、７か月児及びその保護者

市民健康部
子育て応援

ステーション
①-1
④

12

【親子スマイリーネット事業】
　絵本を通して、共有体験の大切さ、対話の楽しさと重要性を伝え、安定
した親子関係の基礎づくりを支援します。（絵本の読み聞かせと絵本の配
布）
・対象者：４か月半健診対象児とその保護者（4か月半健診時）
               未就園児とその保護者等（おでかけ啓発）

市民健康部
子育て応援

ステーション ①-1

13
【乳幼児向けおはなし会】
・ちょびっこおはなし会（中央図書館）毎週木曜日　午前10時～

教育委員会
事務局

中央図書館
山中図書館

①-1･2

14

【おはなし会】
（職員による読み聞かせ）
・おはなしの森（中央図書館）毎週日曜日　午後2時～
（講師による読み聞かせ）
・い～がいねおはなし会（中央図書館）（年5回予定）

教育委員会
事務局

中央図書館
山中図書館

①-1･２

15

【産後の健康管理】
　産後のお母さんの身体に異常がないか、また赤ちゃんが順調に育ってい
るか、病気がないかなどを調べ、適切な治療のためのアドバイスを受ける
ために、産婦健診・乳児健診を実施しています。
・産婦一般健康診査：産後５０日以内
・乳児一般健康診査：１か月～３か月、９か月～１2か月

市民健康部
子育て応援

ステーション
④

子育て支援

　２．乳児期～幼児期の支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

16
【新生児聴覚スクリーニング検査費用助成】
　検査費用の一部を助成します。
・上限助成額　2,000円

市民健康部
子育て応援

ステーション
④

経済支援

17

【産婦・新生児（未熟児）訪問】
　加賀市に住所を有する生後４か月までの乳児と産婦のご家庭に、市委託
の助産師又は市の保健師がお宅を訪問します。費用は無料です。
（身体計測、産後の過ごし方、母乳の与え方、赤ちゃんの世話などの指導
や相談）

市民健康部
子育て応援

ステーション ④

18

【乳幼児健診】
　乳幼児健康診査として、４か月半児・１歳６か月児・３歳児健診（3歳
5～6か月頃）を実施しています。
・４ か 月半児－内科診察、身体計測、個別相談、離乳食の話
・１歳６か月児－内科・歯科診察、身体計測、個別相談、栄養相談、 歯
科相談
・３歳児－内科・歯科診察、身体計測、個別相談、栄養相談、 歯科相
談、 聴力・視力確認、屈折検査、尿検査、ことばのお話

市民健康部
子育て応援ス
テーション ④

19

【乳幼児相談】
・来所相談（定例・随時）
　身体計測や子育て全般（育児・発育発達・ことば・しつけ・離乳食等）
の相談に、保健師･栄養士が応じます。
・電話相談、訪問相談、オンライン相談
　不安や心配なことがあれば、まずお電話でご相談ください（保健師、栄
養士）。必要に応じて、オンラインや訪問により、お話を伺ったり、専門
の相談窓口の紹介もできます。

市民健康部 子育て応援ス
テーション ④

20
【親と子の遊びの教室】
　発達等で経過観察が必要な児や育児不安を持つ親を対象に、小集団で遊
びを通して子どもの健やかな発育発達を促します。

市民健康部
子育て応援ス
テーション

①－1
④

21

【子どもの命を大切にする啓発事業】
　いのちのはじまりであるおなかの赤ちゃんと妊産婦を社会全体で温かく
迎えられるまちづくりの実現を目指し、啓発イベントや講演会を開催しま
す。

市民健康部
子育て応援ス
テーション

子育て支援

22

【子どもの睡眠習慣改善事業】
「ねんねナビ」アプリに生活習慣など入力することで、専門家監修のAIに
よる生活習慣改善アドバイスが受けられる。子どもの睡眠習慣が改善さ
れ、発育発達を促し、育児ストレスの軽減につなげます。

市民健康部
子育て応援ス
テーション

①－1
④

23
【母子保健情報デジタル化事業】
　子どもの健康管理や利便性の向上を目的に、乳幼児健診結果を電子デー
タ化し、保護者がスマートフォンアプリで閲覧することができます。

市民健康部
子育て応援ス
テーション

子育て支援

24

【マイ保育園登録制度】
　妊婦さんや母親等が、身近な保育園に登録することで、出産前から子ど
もが３歳になるまでの特に不安の多い時期に、保育士等から継続的に支援
（育児見学や育児相談、一時保育サービス）を受けることができます。

市民健康部 子育て支援課 ④
子育て支援

25

【養育医療】
　未熟児などで出生し、指定養育医療機関で治療を受けることとなった場
合、申請によりその医療費が未熟児養育医療として助成される制度です。
・対象者：身体の発育が未熟のまま出生し、医師が入院養育を必要と認め
た1歳未満の乳児

市民健康部 子育て支援課 経済支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

26

【児童手当】
　児童手当は次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応援す
る制度です。
・支給対象者：中学校終了前の児童（１５歳の年度末までの児童）を養育
　　　　　　　している方で生計の中心となる人

市民健康部 子育て支援課 経済支援

27

【こども医療費助成】
　加賀市に住民登録のある０歳～１８歳の年度末までの子どもに対して、
石川県内医療機関での入院・通院・保険調剤・柔道整復師等の保険診療窓
口負担を無料化します。ただし、県外の医療機関等で診療や調剤を受けた
場合は、一旦窓口で一部負担金を支払う必要があります。このような場合
は、領収書を添付し、市へ申請することにより、後日口座振込で助成を受
けられます。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

28

【保育料の軽減】
・第3子の保育料を無料化します。
・保育園等に同時に入園する第2子の保育料を無料化します。
・児童が2人いる世帯のうち1番目の園児の保育料を半額にします。
・令和元年10月から幼児教育･保育の無償化により、３歳以上の子ども、
市民非課税世帯の０歳～２歳の子どもの保育料は無料となっています。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

29
【副食費の無料化】
　令和元年10月からの幼児教育･保育の無償化に伴い、保護者負担の副食
費（おかず代）を無料化しています。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

30
【病児病後児等保育料軽減】
・年収３６０万円未満世帯の第２子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用料を無料化しています。
・年収６４０万円未満世帯の第３子

市民健康部 子育て支援課 経済支援

31

【特別保育】
　多様化する保育ニーズに対応するため、通常保育のほかに次のような保
育サービスを行っています。
　延長保育、休日保育、乳児保育、夜間保育（第２やくおうえん）、健や
かふれあい保育、在宅育児家庭通園保育（キッズランドいなみえん）

市民健康部 子育て支援課 子育て支援

32
【保育園・認定こども園開放】
　日時を決めて施設を開放し、家庭で子育て中の保護者や子どもたちに遊
び場を提供しています。

市民健康部 子育て支援課 子育て支援

33

【一時保育】
　家庭で保育している保護者が病気の時や急用ができた時、リフレッシュ
したい時などに、保育園等で一時的にお子さんをお預かりする制度です。
・対象者：産休明け～小学校就学前の未就園児童

市民健康部 子育て支援課 子育て支援

34

【定期予防接種】
　病気の予防のため、予防接種を実施しています。
（ロタウイルス、B型肝炎、ヒブ（H i b）、小児用肺炎球菌、四種混合
（ジフテリア･百日せき･破傷風･ポリオ）、BCG（結核）、水痘、MR
（麻しん･風しん）、日本脳炎1期

市民健康部 健康課 子育て支援

35

【任意予防接種費用助成】
　任意予防接種費について、年度内1回3,000円を助成
・助成方法：対象者へ助成券を送付し医療機関の代理受領方式にて助成
・対象者：就学前までの児

市民健康部 健康課 経済支援
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事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

36

【子育て短期支援事業】
　児童の保護者の急用・急病の時や仕事の都合で夜間・休日に家庭で児童
を養育できない時に、児童養護施設又は里親宅でお子さんをお預かりする
制度です。
・利用料金：有料
・対象者：０歳～１８歳
・実施施設：児童養護施設　伊奈美園　他２施設、里親宅

市民健康部
子育て応援ス
テーション

子育て支援

37

【特別養子縁組支援事業】
　「特別養子縁組」とは、子どもの健全育成を図るため、何らかの理由で
実親が育てることができない子どもと、実親との法的な関係を解消し、実
の子として養親との新たな親子関係を築くための制度です。その特別養子
縁組を行う際に必要な費用の一部を支援します。
・助成対象者：市内に居住し、養子縁組里親で特別養子縁組による養親と
　　　　　　　なった者。
・助成対象経費：1件あたり50万円を上限とし、出産費用、研修費用、
　　　　　　　　裁判所に提出する書類の作成費用等を助成。

市民健康部
子育て応援ス
テーション

子育て支援

38
（7再掲）

【三世代住宅改修等助成事業】
　三世代で同居する45歳未満の方が、住宅を改修、改築又は増築する費
用の一部を助成します。
  100万円を超える工事に対して、工事費の10％（上限30万円）を助成
します。
・対象者：18歳未満の子（妊娠中を含む）を有する家族

政策戦略部
スマートシ

ティ課 経済支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

39

【早寝・早起き・朝ごはん運動の推進】
　子どもたちの健やかな成長には、「早寝・早起き・朝ごはん」をはじめ
とした規則正しい生活習慣が大切です。家族における食事、睡眠などの乱
れを見過ごすことなく、地域全体の問題として、子どもたちの基本的な生
活習慣を確立させ、生活リズムの向上を図るための取り組みを推進してい
きます。

教育委員会
事務局

生涯学習課 ①-1･2

40

【グッドマナーキャンペーンの推進】
　9月中の一週間を強調週間に定め、朝の登校時間に学校、地域、家庭の
連携によるグッドマナーキャンペーンを実施し、子どもたちへの街頭指導
やあいさつ運動を行っています。

教育委員会
事務局

生涯学習課 ②-1

41

【かがっ子 ノー携帯・ノースマホ運動】
　スマートフォン等の不適切な利用によるネットトラブルを未然に防ぎ、
ネット被害から子どもたちをを守るために、加賀市では平成２６年１０月
から市内の全小中学生を対象に「かがっ子 ノー携帯・ノースマホ運動」
を実施しています。

①小中学校保護者への啓発用チラシの配布
②実態把握のためのアンケート調査の実施（２年毎に実施）

教育委員会
事務局

生涯学習課 ①-1

42

【ふるさと学習の推進事業】
　市内の小学校に通う児童が保護者とともに偉人ゆかりの場所や文化施設
を訪れ、ふるさとの歴史や文化にふれ理解を深めることにより、ふるさと
への愛着と誇りをもち、郷土を大切にする心を育てます。
対象者：小学校1年生 ～  6年生

教育委員会
事務局

生涯学習課
①-１･2

43

【ふるさと歴史物語】
　市内小中学生向けに、加賀市の歴史の紙芝居にナレーションをつけた
「歴史物語」を作成し、小中学校・図書館・公民館などに配布すること
で、ふるさと学習に活用してもらいます。
　また、ふるさと探検マップにも、歴史物語をみられるようにQRコード
を添付し、実際に歴史物語で紹介されている現場へ子どもたちが出向き、
見ることでふるさと学習を深めます。

教育委員会
事務局

生涯学習課 ①-2

44

【学習機会の提供】
・親の学びの講演会の実施
　保護者が、子どもの発達段階に応じて大切にしたい家庭教育の内容、子
育ての知識その他親として成長するために必要なことを学ぶ講演会を開催
します。
・親になるための講演会の実施
　子どもが将来親になるために必要となる家庭の役割、子育ての意義等に
ついて学ぶ講演会を開催します。また、助産師による命の大切さの講義及
び赤ちゃんふれあい体験を実施します。

教育委員会
事務局

市民健康部

生涯学習課
子育て応援

ステーション
①-1･2

45
(14再掲)

【おはなし会】
（職員による読み聞かせ）
・おはなしの森（中央図書館）毎週日曜日　午後2時～
（講師による読み聞かせ）
・い～がいねおはなし会（中央図書館）（年5回予定）

教育委員会
事務局

中央図書館
山中図書館

①-1･2

　３．学童期～思春期の支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

46

【放課後子ども教室の開催】
　小学校の余裕教室や公民館等を活動の拠点とし、地域の方々の協力を得
て、勉強やスポーツ、文化活動などを行い、子どもたちの安全安心の居場
所づくりや、放課後活動が充実するよう支援します。
・対象者：小学生、中学生
・費用：教室ごとに異なる。

教育委員会
事務局

生涯学習課 ②-2

47

【かがっ子休日スクール】
　英語検定合格（３～５級）を目指して、英語科の学習意欲を培い、学力
向上を図ります。
・対象者：加賀市内の中学校1、2、3年生の希望者
・費用：無料

教育委員会
事務局

学校指導課 ②-2

48

【M・S・C（数学スキルアップクラブ）】
　数学に苦手意識のある生徒や数学の基礎学力を伸ばしたい生徒に対する
学習支援のため、中学校区毎に週２回開催する。数学科の課題に対して毎
時間目当てを持ってこつこつと主体的に取り組むことを通して自己学習力
を育成し学習習慣の確立を図り、数学の理解力・思考力を高めることをね
らいとする。
・対象者：加賀市内中学校１・２・３年生の希望者
・費用：テキスト代のみ

教育委員会
事務局

学校指導課 ②-2

49

【放課後児童クラブ（学童クラブ）の運営】
　放課後や長期休暇等に、保護者が仕事などのため家にいない家庭の子ど
もをお預かりし、子どもたちのあそびや生活の支援を行っています。
　放課後児童クラブは、各クラブの保護者会又は社会福祉法人等が運営し
ています。
・対象者：小学校1年生～6年生
・保育料：有料

市民健康部 子育て支援課 ②-2

50

【コンピュータクラブハウス加賀の運営】
　学校のプログラミングの授業で満足できない子どもたちが、コンピュー
タや3Dプリンタ等の最新のテクノロジーに触れ、深められる場所を学校
外で提供する「コンピュータクラブハウス」の運営を行っています。
　音楽・動画・イラスト制作などの機材を充実させ、子どもの興味の幅を
更に深めていきます。
　また、全ての子どもたちに学校や家庭以外にも、テクノロジーに触れる
ことのできるサードプレイスを創り、子どもたちの得意や隠れた才能を発
掘し伸ばしていきます。
　コンピュータクラブハウス加賀は、NPO法人みんなのコードが運営し
ています。
・対象者：10歳～18歳
・開催日：木・金曜日16:00～20:00、水・土曜日13:00～19:00

教育委員会
事務局

生涯学習課 ②₋2  

51

【教育総合支援センター】
　加賀市内の青少年の健全育成を目指し、非行指導、教育相談、のぞみ教
室の運営を行います。
①非行指導…地区指導員・教育支援相談室職員による巡視指導
②教育相談…電話・面接等による教育相談、相談会の開催
③のぞみ教室…学校へ登校できない児童生徒のための学校復帰支援、機関
　　　　　　　誌の発行

教育委員会
事務局

学校指導課 ④

52

【スクールソーシャルワーカー配置事業】
   児童生徒のいじめ、不登校、暴力行為等の問題行動、子どもの貧困問題
については、学校だけでは解決困難な場合が多いことから、スクールソー
シャルワーカーが地域や関係機関と連携を図りながら問題の解決に向け取
り組みます。

教育委員会
事務局

学校指導課
②-4
④
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

53
（26再掲）

【児童手当】
　児童手当は次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応援す
る制度です。
・支給対象者：中学校終了前の児童（１５歳の年度末までの児童）を養育
　　　　　　　している方で生計の中心となる人

市民健康部 子育て支援課 経済支援

54
（27再掲）

【こども医療費助成】
　加賀市に住民登録のある０歳～１８歳の年度末までの子どもに対して、
石川県内医療機関での入院・通院・保険調剤・柔道整復師等の保険診療窓
口負担を無料化します。ただし、県外の医療機関等で診療や調剤を受けた
場合は、一旦窓口で一部負担金を支払う必要があります。このような場合
は、領収書を添付し、市へ申請することにより、後日口座振込で助成を受
けられます。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

55
（36再掲）

【子育て短期支援事業】
　児童の保護者の急用・急病の時や仕事の都合で夜間・休日に家庭で児童
を養育できない時に、児童養護施設又は里親宅でお子さんをお預かりする
制度です。
・利用料金：有料
・対象者：０歳～１８歳
・実施施設：児童養護施設　伊奈美園　他２施設、里親宅

市民健康部
子育て応援ス
テーション

子育て支援

56
(37再掲)

【特別養子縁組支援事業】
　「特別養子縁組」とは、子どもの健全育成を図るため、何らかの理由で
実親が育てることができない子どもと、実親との法的な関係を解消し、実
の子として養親との新たな親子関係を築くための制度です。その特別養子
縁組を行う際に必要な費用の一部を支援します。
・助成対象者：市内に居住し、養子縁組里親で特別養子縁組による養親と
　　　　　　　なった者
・助成対象経費：1件あたり50万円を上限とし、出産費用、研修費用、
　　　　　　　　裁判所に提出する書類の作成費用等を助成

市民健康部
子育て応援ス
テーション

子育て支援

57
【学校給食費無償化事業】
　加賀市内に住所を有す、全ての小中学校の子どもの給食費を無料化しま
す。

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援

58

【就学援助費】
　経済的理由により就学困難な児童及び生徒の保護者に対し、学校での経
費(学用品費・修学旅行費・学校給食費等）の一部を援助することによ
り、義務教育の円滑な実施を目的とした制度です。
・この制度の対象となる世帯
　①児童扶養手当を受けている世帯
　②経済的に就学が困難な状況で、その世帯の所得合計が生活保護基準の
     1.3倍以下の世帯
　③家庭の事情により、世帯の所得が急変した世帯等

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

59

【加賀市三森良二郎奨学金】応募資格①
　優秀な学力及び素質を持ちながら高校に就学することが経済的に困難な
人に対し、社会に有用な人材を育成することを目的として、奨学金の支給
による助成を行います。
・応募資格
　①加賀市内に居住し、４月に加賀市内の高等学校へ進学する人
　②優秀な学力を有し、品行方正な人
　③経済的に就学が困難な人
・奨学金の額
　１人　月額　１０,０００円（返還する必要なし）

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援

60

【加賀市三森良二郎奨学金】応募資格②
　優秀な学力及び素質を持ちながら大学に修学することが経済的に困難な
人に対し奨学金の助成を行い、もって社会に有用な人材を育成するための
制度です。
・募集の対象
　高等学校に在学し、４月に大学（大学院、大学院大学及び短期大学を除
く）へ進学を予定している人
・応募資格
　①加賀市に居住し、現在高等学校に在学する人
　②優秀な学力を有し、品行方正な人
　③経済的事由により学資の支払いが困難な人
・奨学金の額
　１人　月額　２０,０００円（返還の必要なし）

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援

61

【加賀市三森良二郎奨学金】応募資格③
　優秀な学力及び素質を持ちながら大学に修学することが経済的に困難な
人に対し奨学金の助成を行い、もって社会に有用な人材を育成するための
制度です。
・募集の対象
　高等学校に在学し、４月に大学（大学院、大学院大学及び短期大学を除
く）へ進学を予定し、卒業後、加賀市に一定期間居住する人
・応募資格
　①加賀市に居住し、現在高等学校に在学する人
　②優秀な学力を有し、品行方正な人
　③経済的事由により学資の支払いが困難な人
　④大学卒業後、加賀市に一定期間居住する人
・奨学金の額
　１人　月額　２０,０００円（返還の必要なし）

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援

62

【加賀市育英資金】
　社会に有用な人材を養成するため育英資金の貸与を行っています。
・募集の対象及び資格
　①加賀市内に引き続き３年以上住所を有する人の子
　②高等学校、高等専門学校、大学又は同程度の学校に在学し、品行方
　正かつ学業の成績が優秀な人
　③経済的事由により学資の支払いが困難な人
・育英資金の貸与額
　①高校生（高等専門学校１～３年）　月額１５,０００円
　②大学生（高等専門学校４～５年）　月額３０,０００円

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援

63

【加賀市緊急学生支援貸付金】
　経済的理由により就学が困難な状況にある加賀市出身の大学生等に対し
緊急学生支援貸付金の貸与を行っています。
・募集の対象及び資格
　現在加賀市に保護者が在住している大学生又は大学生と同程度の学生
・緊急学生支援貸付金の貸与額
　①加賀市外から通学している学生　３００,０００円
　②加賀市内から通学している学生　１００,０００円

教育委員会
事務局

教育庶務課 経済支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

64

【多子世帯放課後児童クラブ利用助成事業】
　18歳の年度末までの子どもを２人以上養育する保護者に対し、２番目
以降の子どもが放課後児童クラブを利用する場合に必要となる利用料を助
成します。
・対象者：加賀市に住民登録があり、保護者が養育する18歳の年度末ま
　　　　　での子どものうち、2番目の子ども（1～3年生は所得制限な
　　　　　し、4～6年生は所得制限あり）及び3番目以降の子ども（所
　　　　　得制限なし）
・助成額：定額により負担する利用料相当額
・申請方法：各放課後児童クラブへ助成事業の同意書を提出。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

65

【定期予防接種】
　病気の予防のため、予防接種を実施しています。
・二種混合（ジフテリア・破傷風）対象：11歳以上13歳未満
・日本脳炎２期　　　　　　　　　対象：9歳以上13歳未満
・ヒトパピローマウイルス　　　　対象：年度末年齢12歳～16歳の女子

市民健康部 健康課 子育て支援

66
（7再掲）

【三世代住宅改修等助成事業】
　三世代で同居する45歳未満の方が、住宅を改修、改築又は増築する費
用の一部を助成します。
  100万円を超える工事に対して、工事費の10％（上限30万円）を助成
します。
・対象者：18歳未満の子（妊娠中を含む）を有する家族

政策戦略部
スマートシ

ティ課 経済支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

67

【高校生人材育成事業（補助金）】
・国家技能検定取得支援
　一般社団法人加賀機電振興協会を通じ、石川県立大聖寺実業高等学校の
生徒を対象に工業系の国家技能検定取得のための講習の実施及び教材購入
を支援します。
・就職キャリアアップ研修
　市内高等学校の生徒を対象に、就労意識の向上とスキルアップを図るた
めの講座・講習を実施します。

産業振興部
商工振興課

（加賀商工
会議所）

就労支援

No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

68

【母子生活支援施設】
　母子家庭の母と１８歳未満の児童の福祉向上を図るため、母とその児童
を入所させ、保護する施設です。単に住居を提供するだけでなく、母子指
導員が配置され、母の自立支援と児童が健やかに育つように指導していま
す。

市民健康部 子育て支援課 ②ｰ4

　５．ひとり親家庭の支援（乳幼児期～思春期）

　４．思春期の支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

69

【ひとり親家庭医療費助成】
　離婚や死亡などによってひとり親になった家庭の児童及びその児童を養
育するひとり親の人に対し、医療費の助成をすることで、ひとり親家庭の
保健の向上と、福祉の増進を図る制度です。
・助成対象者：市内に居住し、児童（１８歳となった年度末、又は一定の
　　　　　　　障がいの状態にあるときは２０歳になる誕生日の前日ま
　　　　　　　で）を養育しているひとり親の人
・助成額：保険対象診療額の１か月分の自己負担額のうち、１,０００円
　　　　　を超えた分

市民健康部 子育て支援課 経済支援

70

【児童扶養手当】
　離別、死別などにより父若しくは母がいない、又は父若しくは母が一定
の障がいの状態にある家庭の児童の母若しくは父に手当を支給することに
より、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童福祉の増進を図る
ことを目的として、支給される手当です。
・受給対象者：市内に居住し、児童（１８歳となった年度末、又は一定の
　　　　　　　障がいの状態にあるときは２０歳未満まで）を監護してい
　　　　　　　る父又は母、若しくは父又は母に代わって児童を養育して
　　　　　　　いる人

市民健康部 子育て支援課 経済支援

71

【母子父子寡婦福祉資金貸付制度】
　石川県では母子家庭、父子家庭、寡婦の生活の安定と経済的自立を促進
するため修学資金、技能取得資金等の資金を低利又は無利子で貸し付けて
います。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

72

【加賀市母子家庭等自立支援教育訓練給付金支給事業】
　母子家庭の母及び父子家庭の父が就職するために必要、又は有効な職業
能力の開発のための講座を受講する場合に必要な費用の一部を助成する制
度です。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

73

【加賀市高等職業訓練給付金事業】
　母子家庭の母及び父子家庭の父が、就職に結びつきやすい資格を取得す
る場合に、就業期間全期間（ただし、上限４年）について、給付金を支給
する制度です。

市民健康部 子育て支援課 経済支援

74

【ひとり親家庭放課後児童クラブ利用助成事業】
　ひとり親家庭の人の放課後児童クラブの利用料を助成し、経済的負担を
軽減することで、児童の健全な育成と、ひとり親の人が安心して就業でき
ることを目的とした制度です。
・助成金額
　児童１人につき月額上限３,０００円

市民健康部 子育て支援課 経済支援

75

【ひとり親家庭等日常生活支援事業】
　母子家庭、父子家庭及び寡婦が、修学や疾病などにより、一時的に保育
等のサービスが必要となった際に家庭生活支援員を派遣し、又は家庭生活
支援員の居宅等において子どもの世話などを行うことにより、ひとり親家
庭等の生活の安定を図ります。

市民健康部 子育て支援課 子育て支援
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

76

【家庭教育の支援を行う人材養成事業】
　地域において家庭教育の支援を担う人材を養成するために、講座や研修
会を開催します。

教育委員会
事務局

生涯学習課 ③ｰ1

No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

77

【家庭教育企業出前講座】
　仕事の都合等で家庭教育や子育てについての講演会等に参加できない保
護者や、今後子育てにかかわる若い社員等を対象に、家庭教育の重要性や
家族の役割等について学ぶ機会を提供し、積極的な家庭教育参加を促進し
ます。

教育委員会
事務局

生涯学習課
①ｰ1
②ｰ3

No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

78

【子育て支援センター】
　保育園に併設され、地域の子育て家庭全体を支援する施設です。
　育児相談や育児に関する情報提供のほか、主に保育園等に通園していな
い一般の子育て家庭を対象に遊びの場の開放、育児講座やあそびの会の開
催、育児サークルの支援を行っています。
・加賀市子育て支援センターすこやか

市民健康部 子育て支援課
④

子育て支援

79

【児童センター】
　子どもたちに健全な遊び場を提供し、すこやかな心と体力を増進し、情
操を豊かにすることを目的とした施設です。
・大聖寺児童センター、山代児童センター、片山津児童センター、動橋児
童センター、作見児童センター、山中児童センター

市民健康部 子育て支援課 ②ｰ2

80

【かがにこにこパーク】
　子どもの自由で楽しい遊び場及び子育て世代の交流の場を提供し、もっ
て子どもの健全な育成及び安心して子育てできる環境の充実を図ることを
目的とした施設です。

市民健康部 子育て支援課 子育て支援

81

【親子つどいの広場】
　子育て中の親子（主に０歳～３歳）が気軽に集まって、語り合い、交流
できる場所です。子育てについて専門家に気軽に相談できたり、利用者同
士や先輩ママからの子育てに関する貴重な情報も収集できる場所となって
います。市内には3つの広場があります。
・親子つどいの広場まんま、親子つどいの広場すまいる、なかよしひろば

市民健康部 子育て支援課 ④

　６.家庭教育への支援を行う人材養成（乳幼児期～思春期）

　8.子育てに関する施設

　7.家庭教育企業出前講座 （乳幼児期～思春期）
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No 事業名及び内容 部局 課
基本目標
支援施策

82
【市民健康部子育て支援課】
　保育、ひとり親家庭等に関する相談に応じます。

市民健康部 子育て支援課 ④

83
【市民健康部健康課】
　子どもの予防接種等に関する相談に応じます。

市民健康部 健康課 ④

84

【子育て応援ステーション　かがっこネット】
　一人ひとりの子どもが健やかに成長することができるよう、妊娠期から
子育て期（おおむね０歳から１８歳まで）にわたり、子育てに関する問い
合わせや『困ったなあ･･･』の相談まで切れ目のない支援や子どもの育ち
を見通した継続的な支援を行う『ワンストップ相談窓口』です。
・母子保健サービスの実施、障がい児等の相談に応じます。
・要保護児童対策地域協議会の調整機関を担っています。児童虐待につい
て市の相談窓口です。

市民健康部
子育て応援

ステーション ④

85

【こども育成相談センター】
　子どもの発達に関する不安・困り感について相談をお受けします。医
療・福祉・保健・教育の関係機関が連携し、おおむね１歳から1８歳まで
の児童等に途切れることなく、子どもの育ちと学びに対する総合的な支援
を行っています。

市民健康部
こども育成

相談センター ④

86

【民生委員・児童委員、主任児童委員】
　子育てに悩む保護者の相談・支援をはじめ、地域の福祉に関する相談を
お受けします。主任児童委員は、児童福祉に関することを専門に担当して
います。

市民健康部 福祉政策課 ④

87
【教育委員会事務局学校指導課】
　就学に関する相談に応じます。

教育委員会
事務局

学校指導課 ④

88
【教育委員会事務局生涯学習課】
　家庭教育支援に関する相談に応じます。

教育委員会
事務局

生涯学習課 ④

89

【教育総合支援センター】
　<教育相談>
　電話相談・来所相談を行っています。また、事前予約をいただければ心
理カウンセラーによる相談も受け付けています。

教育委員会
事務局

学校指導課 ④

　9.相談窓口
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